
５　復職後のこと                                                 ６　解雇など不利益取扱いの禁止
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男女とも対象です！

パパとママが協力して育児をするためにパパとママが協力して育児をするために

⑦育児時間
＜労基法第 67条＞
　生後１年に達しない子を育
てる女性は、1日 2回、各々少
なくとも 30 分の育児時間を請
求できます。

⑱ 解雇の無効
＜均等法第 9条第 4項＞
　妊娠中・産後 1 年以内の解
雇は「妊娠・出産等による解雇
でないこと」を事業主が証明し
ない限り無効となります。

⑲ 解雇制限
＜労基法第１9条＞
　産前・産後休業の期間及び
その後の30日間の解雇は禁止
されています。

＜均等法第 9条第 3項＞
　妊娠・出産等を理由とする
不利益取扱いは禁止されてい
ます。

⑨ 短時間勤務制度
＜育・介法第 23条＞
　事業主は、3歳未満の子を養
育する一定の労働者について、
短時間勤務制度（1日原則とし
て 6時間）を設けなければなり
ません。

⑩ 所定外労働の制限
＜育・介法第 16条の 8＞
　事業主は、3歳未満の子を養
育する一定の労働者から請求
があった場合は、所定外労働を
させてはいけません。

＜育・介法第 17条、第 19条＞
　事業主は、小学校入学前の子を養育する
一定の労働者から請求があった場合は、1
か月 24 時間、1年 150 時間を超える時間
外労働をさせてはいけません。同様に、深
夜（午後 10時から午前 5時まで）において
も労働をさせてはいけません。

＜育・介法第 10条等＞
　育休等の申出や取得等を
理由とする不利益取扱いは
禁止されています。

6か月～１歳くらい １～２歳くらい ２～３歳くらい

4. 出産 7. 復職してから3. 産前休業 6. 育児休業2. 妊娠中 5. 産後休業1. 妊娠前から 8. 不利益取扱い 4. 出産 7. 復職してから3. 産前休業 6. 育児休業2. 妊娠中 5. 産後休業1. 妊娠前から 8. 不利益取扱い
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⑰妊娠・出産等を理由と
する不利益取扱いの禁止

⑳育休等を理由とする
　不利益取扱いの禁止＜育・介法第 16条の 2、第 16条の 3＞

　小学校入学前の子を養育する労働者は、事業主に申し
出ることにより、年次有給休暇とは別に 1年につき子が
1人なら 5日まで、子が 2人以上なら 10日まで、病気
やけがをした子の看護、予防接種及び健康診断のために
休暇を取得することができます。
※ 有給か無給かは会社の定めによります。

育児・介護休業法に基づく次
の制度は、全て男女労働者が
対象です！

⑧ 育児休業（P３）
⑨ 短時間勤務制度
⑩ 所定外労働の制限
⑪ 時間外労働、深夜業の制限
⑫ 子の看護休暇

■ パパ・ママ育休プラス
　父母がともに育休を取得する場合、1歳 2か月までの間の 1年間、育休を
取得できます（P３）。
■ 再度の育休
　父親が子の出生後８週間以内に育休を取得した場合には、（一度復職した
後に）再度の育休を取得することもできます。
■ ママが専業主婦でも育休は取れます！
　専業主婦家庭の男性労働者であっても育休を取得できます。
■ 育児休業給付が引き上げられました！
　育休を開始してから 180 日目までは休業開始前の賃金の 67％が支給されます。

※ 具体的には　Ａ　を理由として　Ｂ　ことは全て禁止です！

 Ａ　に入る「理由」  B　に入る「不利益取扱い」の例
＜男女雇用機会均等法＞
①妊娠又は出産したこと
②母性健康管理措置を求め、または受けたこと
③坑内業務・危険有害業務に就けないこと、就かないことを申出、または就かなかっ
たこと
④産前休業を請求または休業したこと、産後に就業できないこと、または産後休業し
たこと
⑤妊娠中の女性が軽易業務への転換を請求、または転換したこと
⑥妊産婦が時間外・休日・深夜に労働しないことを請求、または労働しなかったこと
⑦育児時間を請求、または取得したこと
⑧妊娠または出産に起因する症状により労働できないこと、労働できなかったこと、
または労働能率が低下したこと
＜育児・介護休業法＞
⑨育児休業、介護休業、子の看護休暇、介護休暇、所定外労働の制限、時間外労働の
制限、深夜業の制限及び所定労働時間の短縮措置について、申出または取得等し
たこと
       
       
       
   
       

①解雇する
②期間を定めて雇用される者について、契約の更新をしない
③あらかじめ契約の更新回数の上限が明示されている場合に、当該回数を引
き下げる
④退職の強要や正社員からパートタイム労働者等への労働契約内容の変更
の強要を行う
⑤降格させる
⑥就業環境を害する
⑦不利益な自宅待機を命ずる
⑧減給をし、または賞与等において不利益な算定を行う
⑨昇進・昇格の人事考課において不利益な評価を行う
⑩不利益な配置の変更を行う
⑪派遣労働者について、派遣先が当該派遣労働者の勤務を拒む（均等法）
⑫労働者が希望する期間を超えて、その意に反して所定外労働の制限、時間
外労働の制限、深夜業の制限または所定労働時間の短縮措置等を適用する
（育・介法）　等      
 
       
       
       
   

男女とも対象です！ パパにも育児休業を！          

6

1 22

115 104 93 82 71 12 6 115 104 93 82 71 12月

年

6543 87年

・５～６か月を過ぎるとお母さんからもらった免疫
は低下し、赤ちゃん自身も免疫力が未熟で、病気
にかかることが多くなります。

・８～９か月になると「はいはい」が始まってきま
すが、姿勢はその子によっていろいろです。

・９～ 11か月は、離乳食も３回食になっていきます。

　復職してすぐは、仕事のリズムを取り戻すのが難しいと感じている労働者もいます。
同じ経験を持つ先輩労働者に相談ができるようにしたり、相談窓口を設置している場
合は、周知をするのもよいでしょう。
　子どもが小さいうちは、急な発熱など、突発的な休暇が多くなる場合があります。
周りで仕事をフォローしてくれている労働者とのコミュニケーションが上手く取れる
ように支援することが大切です。

・１歳のお誕生日を迎えると、身長は生まれたとき
の約 1.5 倍、体重は約３倍くらいになっていきま
す。からだつきも、ほっそりとスマートにみえて
きます。

・「マンマ」「ブーブー」といった簡単な単語も出て
きますが、個人差が大きいです。

・自分でできることが増え、自己主張も強く歩き方
もしっかりして、走ったり、跳んだり、登ったり
など、活発に動き回るようになってきます。

・大人の言うことはか
なり理解でき、自分
が伝えたいことも、
少しずつ言葉で表現
できるようになって
いきます。

・まだ言葉で自分の気
持ちを上手く表現で
きないので、「いや！」
「だ め！」の 連 発 に
なってしまうことも
あります。

３～４歳くらい ４～５歳くらい 小学校に入学

・つき出ていたおなかがへこみ、スマートな幼児体
形になっていきます。

・３歳になると心身ともに赤ちゃん時代の名残が消
え、幼児期に入ります。

・知りたいことがたくさん出て「なんで？」「どうし
て？」が多くなってきます。

・友だちと一緒に遊ぶのも楽し
めるようになってきます。少
しずつ相手の立場もわかり、
友だちに譲ったり、がまんす
ることもできるようになり、
子どもの世界は急速に広がっ
ていくでしょう。

・４歳からほとんどの子が保育園や幼稚園などに入っ
て、集団生活を経験します。

・自分の言ったことやしたことが、お母さん、お父
さんを悲しませたり喜ばせたりすることも理解し
てきます。

・５歳ごろになるとトラブル
も自分たちで解決しようと
しますし、やさしさや思い
やりも友だちとの関係の中
で育まれていきます。

・小学校に入れば、生きる世界も人間関係もどんど
ん広がっていきます。

・親を客観的に見る
  目も育っていくで
  しょう。

⑪ 時間外労働、深夜業の制限 ⑫ 子の看護休暇

延長

　② ＜女性＞危険有害業務の就業制限（労基法）

1歳 1歳 6か月 3歳 小学校に入学
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「小学校入学前」とは
法律では「小学校就学の始期に達するまで」と
規定されており、正確には、子が 6歳に達する
日の属する年度 (4 月 1 日から翌年 3 月 31
日までをいう。)の3月31日までとなります。
（「入学式まで」ではありません。）

⑨
＜育＜育＜育＜育＜育＜育＜育＜育・
事業

⑩
＜育＜育＜育＜育＜育＜育＜育＜育・
事業

＜育＜育＜育＜育＜育＜育＜育・
事業

＜育＜育＜育＜育＜育＜育＜育・
小学 育 介

⑳

　① ＜妊産婦＞母性健康管理の措置（均等法）  

　 ⑧ 育児休業

　③ ＜妊産婦＞時間外・休日労働、深夜業の制限（労基法）

　② ＜女性＞危険有害業務の就業制限（労基法）

　⑦ 育児時間（労基法）

　⑨ 短時間勤務制度（育・介法）

　⑩ 所定外労働の制限（育・介法）  

　⑪ 時間外労働、深夜業の制限（育・介法）  

　⑫ 子の看護休暇（育・介法）
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「小１の壁」とは
　小学校入学後、放課後以降の時間
に、子どもを預けるところがなく、
女性が仕事をやめざるを得ない状況
のことです。放課後教室や放課後児
童クラブなど、地域によって様々な
制度がありますので就学前にアドバ
イスをするとよいでしょう。

22

延長

2

育児休業を取得できるのは、
原則「子が１歳に達する
まで」です。
具体的には、育児休業に係る
子の「１歳の誕生日の前日」
までです。


